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【研究活動の要約】 

宮津市 

直売所「まごころ市」の出荷者に聞き取り調査を行った。直売所に聞き取り調査を行った。平成23年度

および平成24年度の経営状況データを元に、経営分析を行った。まごころ市で提供する地元食材を使用

したレシピの監修を行った。直売所の集会で研究成果を報告する。 

京丹後市 

京丹後市と協議を重ねた。京丹後市の鹿肉解体施設の調査を行った。京丹後市の小学生児童の保護者に

子どもの健康状況および学校給食、とりわけ鹿肉利用に対する意見を把握するためのアンケート調査を

行った。京丹後市で研究成果を発表した。 

【研究活動の成果】 

宮津市では、昨年度に引き続き、直売所での食育支援事業として、四季毎に舞鶴産農産物を使用したレ

シピの監修を行った。一方、3年目を迎えた直売所の経営分析を行った。直売所は開店日を週3日から週

5日にしたこともあり、販売額は伸びている。しかし、経費と販売額とのバランスを考えると、現状を

維持しようと思えば、経費を削減しつつも販売額を1.3~1.5倍にはしておきたい。直売所の場合には、

出荷者は自分の商品を並べるだけでなく、どのように売るか、POPの準備などは生産者自身がするべき

ことの認識を出荷者が自覚することが必要と考えられた。まごころ市の客層は地元住民が中心である

が、観光客も多く訪れる土地柄なので、観光客向け商品のPRの充実を図ることで、客単価を伸ばす余

地があると考えられた。 

京丹後市では、鳥獣害被害の減少のため捉えた猪や鹿を解体する食肉処理施設を作ったが、施設の認知

度の向上、解体された猪や鹿の肉の利用増進を図る必要があることから、学校給食での利用を模索した

いとする京丹後市の意向を受けて、その実現性を図るために小学生の保護者へアンケート調査を実施し

た。京丹後市の食肉処理施設を知っていたのは 53.4%であり、食肉処理施設の加工肉を食べたことがあ

るのは 5.2%であった。保護者に向けて加工肉の販売状況等の情報提供を行い、利用促進を図る必要が

ある、食べた経験がある人は経験なしの人に比べて食べたくないの割合が低いことから、イメージ先行

で食べられないのではないか、児童が食べやすい鹿肉料理の開発が必要ではないかなどが考えられた。 

【研究成果の還元】 

平成 24年 2月 14日 京丹後市で研究成果報告 

平成 24年 4月に行われる宮津まごころ市直売所の総会で報告予定 

報告書「地元農林水産物を活用した食育の推進による健康づくりに関する研究」は希望者へメールで送

信する 

【お問い合わせ先】生命環境科学研究科  農業経営学研究室  講師・中村 貴子 

  Tel: 075-703-5624      E-mail: taka@kpu.ac.jp 
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アカモク処理の様子 
エコファーマー農家の栽培 

宮津まごころ市で配布しているレシピの表紙 


